
 

2026 年 4 月 21 日 

太陽光発電事業の共同事業開発に向けた包括連携協定をエネグローバルと締結 

～高圧太陽光発電所を中心とした分散型電源の開発を推進～ 

東京ガス株式会社 

 

東京ガス株式会社（社長：笹山 晋一、以下「東京ガス」）は、このたび、エネグローバル株式会社（代表取

締役社長：上野 嘉郎、以下「エネグローバル」）と、「太陽光発電事業の共同事業開発に向けた包括連携協定」

（以下「本協定」）を締結しました。両社は、本協定に基づき、太陽光発電事業の共同開発を長期的に推進し

ます。 

 

最初の取り組みとして、国内約 30 箇所（合計容量約 2.5 万 kW 規模）の太陽光発電所の開発を推進するた

め、特別目的会社の設立と出資に係る投資意思決定（FID）を年度内に行うことを目指します。 

 

本協定では、エネグローバルが有する太陽光発電の開発、EPC（設計・調達・施工）、O&M（保守管理）の

知見と東京ガスが有する電力小売をはじめとする事業基盤を組み合わせ、共同開発体制を構築します。共同

開発した太陽光発電所で発電した電力および環境価値は、その全量を東京ガスが調達します。近年、大規模

な太陽光発電所の適地が減少している中において、比較的小規模な用地面積で建設可能な高圧太陽光発電が

注目されています。その分散型開発を強みとするエネグローバルとの共創と相互補完的なパートナーシップ

により、太陽光発電事業の開発を着実に推進します。 

 

東京ガスは、グループ経営ビジョン「Compass2030」で「価値共創のエコシステム＊1構築」ならびに「CO2

ネット・ゼロへの挑戦」を掲げています。一人ひとりの暮らしから地域社会にいたるまでの多様な課題を解

決するさまざまなサービスを創出・提供し、お客さまとともにカーボンニュートラル社会の実現に貢献して

いきます。 

 

■ 本協定における主な連携事項 

(1) 共同開発案件の推進 

(2) 両社の役割分担による共同開発体制の構築 

(3) 発電所の品質向上、事業性向上に向けた知見・施策の共有 

(4) 営農型太陽光発電事業＊2（ソーラーシェアリング）の開発推進 

 

■ スキーム図  

 



■ 関係者コメント 

 （エネグローバル株式会社 代表取締役社長 上野 嘉郎コメント） 

 本協定を締結できたことを大変嬉しく思います。エネグローバルは、発電所開発の全工程を自社グループ

で一貫して担う体制と、地域に根ざした現場主義を強みとしてきました。エネルギーインフラを長年支えて

きた東京ガス様の総合力と、当社の開発力が融合することで、発電事業拡大のスピードと安定性を両立でき

るものと確信しております。分散型太陽光や営農型太陽光の開発を一層加速させ、「次世代のためのエネルギ

ーを創る」という当社ビジョンの実現に向けて、持続可能な国内電源の拡大に貢献してまいります。 

 

（東京ガス株式会社 常務執行役員 CTO グリーントランスフォーメーションカンパニー長 川村 俊雄コ

メント） 

 このたび、太陽光発電開発において豊富な実績を持つエネグローバル様と包括連携協定を締結できたこと

を大変嬉しく思います。東京ガスは、マテリアリティにおいて、「東京ガスグループが創出する価値」として、

「エネルギーの安定供給とカーボンニュートラル化の両立」と「脱炭素・最適化・レジリエンスに貢献するソ

リューションの提供」を掲げています。本協定を通じて、エネグローバル様の技術力・開発力と当社の事業基

盤を掛け合わせることで、地域との共生を図りながら、カーボンニュートラル社会の実現と持続可能な地域

社会の発展に貢献します。 
 

＊1：多くの企業が、それぞれ強みを持つ領域の技術・ノウハウ・知見を持ち寄り新たな価値を創出していく事業生態系 

＊2：農地の上に太陽光パネルを設置し、農業と発電を両立させる取り組み 

 

＜参考＞ 

■エネグローバルの企業概要 

会社名 エネグローバル株式会社 

代表者 代表取締役社長 上野 嘉郎 

設立 2014 年 11 月 27 日 

所在地 茨城県つくば市吾妻 1-11-1 TS ビル 7F 

事業内容 ・太陽光発電所（地上設置型、営農型）の開発事業および発電事業 

・系統用蓄電池等、分散型エネルギーシステムの開発事業 

資本金 1 億円 

以上 


